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９月決算議会のポイント

９月定例議会は、6日から20日までの15日間の会期で開かれました。

13年度一般会計ほかの決算、14年度補正予算などの審議が行われ、

上牧町政治倫理条例がようやく成立しました（6面掲載）。私は、電子

自治体への取り組みなどについて、一般質問しました（2、5面掲載）。

特集「市町村合併あれこれ」をお届けします（3、4面掲載）
☆上牧町財政は、いよいよ“危険水域”に入った
　◆13年度一般会計決算は、最高レベルで厳しい状況になりました。

　　地方債残高（13年3月末）が169億4,133万円、公債費比率は21.9%
（1.8ポイント増）となり、借金財政のツケが重くのしかかってきました。

· 財政の弾力性を示す経常収支比率が96.2%(6.8ポイント増)となり、財政の

抜本的な改革は、待ったなしの段階です。これらは、従来手法による事業

継続と小集落地区改良事業の総仕上げが行われたことなどによります。

[image: image2.wmf]☆15年度予算編成は『危機管理』で取り組め
· 一般会計予算に占める公債費（元金返済と支払利子）　　
13年度　15億5,413万円（予算総額の15%）

14年度　18億8,862万円（予算総額の26%）

15年度　29億  842万円（予測額※の40%）

　※14年度当初予算総額72億3,392万円と同額

· 15年度の公債費は、14年度に比べ10億円余増、

予算・予測額の40%に達する割合になります。

これでは、町行政を維持して行くうえでの

最低限の経費（人件費、扶助費、物件費など）　　　　　　　　　　　　↓
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さえ不足する事態と言わなければなりません。　　　　

· 15年度予算は『危機管理』として、まず最小

規模予算（骨格予算）を組み、限られた財源に

どう優先順位をつけるのか、今後の財政運営も
含めて住民と徹底的に議論したうえで、追加
予算（肉付け予算）に取りかかる“二段構え”
編成を提案します。

　　　　　議会議員　堀　内　英　樹

呼びかけ：１５年度予算編成は『危機管理』で取り組め！
（第２面）

一般質問しました

「住民基本台帳ネットワーク」の運用が8月5日から始まりました。
住民の懸念する声が反映して、情報漏れや不正使用は、いまのところ
見受けられません。引き続き徹底した個人情報保護を求めて行きます。
このことについて、9月定例会の一般質問で、3議員が取り上げました。
上牧町では「セキュリティと組織に関する5つの規定を定め、緊急時計画対応書を作成し、
万全の体制を取っている」との答弁がありました。また、上牧町個人情報保護条例は、
いま作成中であり、14年度中に制定すると報告がありました。　　　　　（堀　内）
⑴電子自治体への取り組みについて

Ｑ住民基本台帳や課税台帳に記載された個人情報は、他の部門からも利用されて
　いる。方法やルールはどのようになっているのか。　　　　　　　　（堀　内）

Ａ個人情報が必要となる福祉課、保険年金課、徴収課、税務課にある端末で検索
　することができる。関係課で見るときは個人の暗証番号で機械を立ち上げ、
　データの取り扱いは課長の責任となっている。　　　　　　　　（総務部次長）
Ｑ町のコンピューター保有台数と利用分野、セキュリティ対策については…
Ａグループウエア（全課）86台、住基・税情報関係（住民課、税務課、福祉課）
　20台、財務関係（各階、中央公民館、福祉センター）9台、計115台である。
　セキュリティ対策は住基ネットがスタートしたのを機会に、役場地下の電算室
　への入退室のチェックなど不正使用対策を強化した。　　　　　（総務部次長）
Ｑ政府では、住基ネットを「電子政府・電子自治体」実現の基礎として位置付け、
　e-Japan戦略を推進しようとしている。1)公的認証サービス、2)電子申請、
　申告、納税、3)電子入札・調達、4)電子投票、eデモクラシー、5)ICカード
　導入などが考えられる。基盤整備と人材育成も必要であるが…
Ａ8月に住基ネットがスタートし、15年には「総合行政ネットワーク」につなが
　なければならないし、ICカードも導入される。電子自治体は、まだ準備段階で
　あり、これから勉強して行きたい。　　　　　　　　　　　　　（総務部次長）
Ｑ町長にお伺いする。10年後・30年後を見据えた「上牧町・電子自治体」の
　強力な推進を提案するが、どうか。
Ａ将来はこういう流れになるだろうと思う。上牧町が無くなって市になって
　いる可能性もあるが、上牧町である限りこのような方法で行く。機械ばかりに
　頼るのはどうかと思うが…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（町　長）
⑵ごみ収集・処理のコスト削減、減量化について（5面へ続く）
Ｑごみ収集・処理量の最近の傾向はどうか。
Ａ家庭ごみは横ばい状態であり、人口増に伴うわずかな増加にとどまっている。
　資源ごみは毎年増加しており、事業ごみは増加傾向にある。　（生活環境部長）

呼びかけ：電子自治体、将来見据えて積極的に取り組め！

（第５面）

一般質問しました（続き）
Ｑ13年度決算のごみ処理費は3億1,400万円、住民一人あたり12,350円、
　一世帯あたり34,800円と低くない。コスト削減対策について伺いたい。
Ａ町のごみ収集・処理はすべて直営で行っている。コスト削減対策としては、
　ごみの減量化が最大の対策である。不燃ごみの処理が費用の大きなウエイトを
　占めており、住民の理解と協力で資源ごみの収集に取り組む。（生活環境部長）

Ｑ「可燃ごみへの不燃ごみの混入」「不燃ごみのルール違反」などが、まだ多く
　見受けられる。収集の実態や処理コストを住民に知らせ、行政サービスと住民
　負担について問題提起してはどうか。

Ａごみカレンダーやパンフレット、広報などでマナーを守る呼びかけを今後とも
　行う。あわせて、ごみの費用対効果についても啓発する。　　（生活環境部長）

⑶学校施設の維持管理、耐震診断、大規模改造工事について

Ｑ13年度決算の結果、厳しい財政のなか町立幼稚園・小中学校の修繕費が、
　大幅に増額されたことを評価し、感謝する。維持管理の現状はどうか。
　　13年度当初予算1,388万円（12年度比17.2%増）
　　　〃　　　決算2,069万円（当初予算比681万円、32.9%増）
Ａ修理については毎年予算編成時に各学校から必要個所を提出してもらい、実施
　している。13年度末で3割程度の残事業がある。財政とも協議し、緊急性や
　安全性、必要性を考慮して取り組む。　　　　　　　　　　　　　（教育部長）

Ｑ8月に文部科学省から耐震診断の促進を求める通知が出されている。予定より
　遅れているが、その後の進み具合はどうか。

Ａ耐震診断は昭和56年以前に建築された建物が対象になるが、上小、二小、
　上中の校舎と体育館である。計画として、15年度上小体育館の耐震診断・
　耐震工事、16年度同大規模改造、17年度上中体育館の耐震診断、18年度同
　大規模・耐震工事を予定している。　　　　　　　　　　　　　　（教育部長）

Ｑ学校施設は町の防災計画でも“収容避難場所”である。南海地震が現実に警戒
　されるなか、どのように対処されるのか、教育長にお聞きしたい。

Ａすべての教育施設は緊急避難場所であり、常に緊急時を考えて対処しなければ
　ならない。計画を立てて財政との協議し、速やかな対応を願う。　　（教育長）

堀内英樹は、一切の寄付行為をいたしません！

９月議会中に「2議員が服部台の地蔵盆に寄付」と新聞報道されました。2議員はその

事実を認めて、20日の本会議で陳謝しました。公職選挙法では、政治家の寄付行為
（冠婚葬祭や地域の行事などへの金品提供）を禁止し、違反に罰則規定まで設けています。

（おことわり）堀内英樹は、町民の方の葬儀や通夜に会葬させて頂くことがあります。

寄付行為禁止の主旨から不本意ながら弔意と記帳だけにさせて頂いております。
　　　　　　　どうぞ、ご理解をお願いいたします。

（第６面）

上牧町政治倫理条例が成立

　 9月6日の本会議に「上牧町政治倫理条例」が上程され、全会一致で

　成立しました。堀内英樹が12年12月に全員協議会で条例制定を提案し、

　13年3月に議会内に小委員会が結成されました。10回にわたる検討を

重ね、最終的には町長提案でなく、議員提案で条例化されたものです。

☆政治倫理基準と工事受注は、県下で最も厳しいものに

・条例の適用対象を町議会議員、町長、助役、収入役、教育長と広くした（第1条）
・倫理基準として禁止される事項は、1)町民全体の代表としての不正な職務行為、2)地位
　利用による金品の授受、3)町への特定業者の推薦・紹介、4)地位利用による町職員の
　職務執行への介入、5)町職員採用の紹介、推薦、6)町職員の昇格、移動への紹介、推薦、
　7)政治活動に伴う企業、団体からの寄付受け取り（第3条）
・町工事等についての遵守事項として、1)配偶者、2親等以内（祖父母、兄弟）または
　同居の親族企業の請負辞退、2)議員および町長等が実質的に経営する企業も対象、
　3)請負だけでなく、下請け、業務委託、一般物品納入まで対象（第4条）
・このほか、政治倫理審査会を設置（第5条）、町民の調査請求権を認める（第7条）、
　違反行為の公表と契約不締結（第9条）などで、15年4月から施行
☆資産と所得の公開は、残念ながら実現せず
・9月15日、政治倫理・全国交流会（宇都宮市・栃木県総合文化センター）に参加し、
　政治倫理条例の第一人者である斎藤文男九大名誉教授の講評を受けました。今回の条例
　は100点満点で59点、資産・所得の公開と問責制度の欠落が減点対象との指摘でした。
・地位利用防止の入り口が“政治倫理基準”であるならば、あわせて欠かせないのが地位
　利用の出口である“資産・所得の公開”です。
・「市民のこえ」で自らの年間所得と資産を毎年4月号で公表してきました。全員協議会
　でもこれを条例に含めるべきだと主張しましたが、他の議員の同意をまったく得ること
　叶いませんでした。残念ですが、次の課題にしたいと考えます。

　ホームページは、堀内英樹が自ら制作・管理しています。上牧町議会の動き、
　市町村合併特集、注目テーマ、プロフィールなどです。

	　　ホームページを公開しています

　　　「市民のこえ」の電子版です。みんなの広場として

　　　“掲示板”を用意しました。気軽にお使いください。

　　　　http://www.lint.ne.jp/~horiuti/siminnokoe.html

　    電　　 話     eq \o\ad(32-0022,　　　　　)
　　  ファックス     eq \o\ad(33-2258,　　　　　)　　　議会議員　堀　内　英　樹

　　  電子メール     eq \o\ad(horiuti@lint.ne.jp,　　　　　　　　　　)　  上牧町桜ヶ丘１-18-１



古紙100%の再生紙を使っております。少し読みづらいですが、ご理解ください。

（第３面）

特集・市町村合併あれこれ⑴
９月30日から上牧町を含む7町合併協議会の設置を求める署名活動が、始まり

ました。17年3月の市町村合併特例法期限切れを控え、住民側から合併を推進
する動きは全国的な流れになっています。全国3,218市町村のうち2495自治体
（77.5%、7月現在、総務省調べ）で合併協議会や研究会が作られています。

合併問題については賛否両論、色んな論点があります。みなさんからお尋ねの

多かった事柄について、議論の参考に特集してみました。

☆市町村合併は、どのような手続きで行われるのか

 ◆合併は２つ以上の市町村が１つになることであり、新設合併と編入合併がある。
　今行われているのは、ほとんどが新しい市をつくる新設合併である。
◆合併に至る主な手続きは、次の通りである。
　1)合併協議会の設置、2)議会の議決、関係市町村による知事への申請、3)知事
　による決定、4)自治大臣への届出と告示

☆合併協議会は、どのような組織なのか
◆合併協議会は地方自治法に定められた協議会の１つで、計画策定と連絡調整の
　機能を持つ。合併を行うことの可否を含めてあらゆる事項の協議を行う。関係
　市町村の協議で規約を定めなければならない。

◆合併協議会を設けずに合併は可能であるが、
　合併特例法に盛り込まれた財政措置を
　受けるためには、合併協議会で作成
　される市町村建設計画が前提なる。

☆合併協議会設置の住民発議は…

◆これまでの制度では、合併手続きの

主導権は町長と議会だけが握っていた。
　住民が合併を望んでも、町長や議会が
　応じない事例が、各地で多発した。

◆このギャップを埋めるため、平成7年

　4月に住民発議（有権者50分の1以上

　の署名）が導入された。14年3月には、
　議会が否決した場合の住民投票請求
　（同6分の1以上の署名）の制度が
　さらに追加・改正された。（右図参照）

◆この結果、合併協議会の設置を議会が
　否決しても、直接請求による住民投票
　で可能になった意義は大きい。



　　　　合併協議会設置の手順
	住民発議（有権者の50分の1以上の署名）


↓（上牧町で400人）
	７町の各町長が議会へ付議


↓
	各議会で請求代表者の意見聴取


↓
	各議会で合併協議会設置を審議・採決


　　　↓　　　　　　　　　　　　　　↓
	可決
	
	否決


　　　↓　　　　　　　　　　　　　　↓
	町長が住民投票実施を判断


　　　↓　　　　　　↓　　　　　　　　↓
	実施
	
	実施せず


　　　↓　　　　　　↓　　　　　　　　↓
	住民請求（有権者の
６分の１以上の署名）


　　　↓　　　　　　↓　　　　　↓（〃3400人）
	住民投票で賛成が過半数


　　　↓　　　　　　　　　　↓
	合併協議会の設置


呼びかけ：合併協議会設置、住民発議を全面的に支持する！

（第４面）

特集・市町村合併あれこれ〈2）
☆いまなぜ、市町村合併が急がれるのか

◆17年3月が期限の特例措置は、盛りだくさんの“アメ”が用意されている。

　1）地方交付税の算定替え（10年間は合併時の合計額を保障）

　　2）公共施設整備の特例債〈充当率95％、元利償還の70％を交付税で肩代わり）

　　3）合併モデル事業に特例補助金〈限度額1億円、3年以内）

　　4）議員定数（1期・限度の2倍まで可〉と在任期間（2年間任期延長可）の特例

◆期限内に合併しない市町村には、交付税を減額させる“ムチ”がある。

◆“アメ”と“ムデ’が市町村合併を急がせる要因になっている。10年間の

　短期では、特例措置を使って合併した方が財政上有利であるのは確か。将来の

　地域経営をどう進めるのか十分な設計をし、あくまでもその手段として必要

　不可欠な範囲と方法で特例措置を活用するのが望ましい。

☆合併は、人口減少社会への対応策、半世紀に一度の大事業

◆日本はまもなく人口が減少する。西和広域7町でもここ数年でどこも人口が

　減り、高齢化率が軒並み25％なるのは確実。高齢者福祉などの費用がかさむ

　一方、税など社会負担できる若者が減る。合併は、すぐ差し迫った“人口

　減少社会への対応策”の1つと考えられないか。

◆近代国家建設を目指した明治の大合併（1880年頃）は、町村数が71，314

　から5分の1の15，820になった。戦後改革を目的とした昭和大合併（1954

　年頃）で、9，868から3分の1の3，472〈1961年）に減った。合併は半世紀を

　経て人口減少社会に備えた“地方の構造改革’’として過言だろうか。

◆合併の利点と欠点、利害得失などの議論も大切ではある。しかし、やり方に

　よっては、欠点は利点に変えることができるし、その逆もあり得る。合併は

　住民が主体となって、これから作り上げて行く半世紀に一度の大事業である。

　合併を“やる・やらない”の決断が最も大切なのでは・‥

☆合併の議論は、住民自治を進化させる

◆堀内英樹は、7年前の町議選から「上牧町の改革と市制の実現をめざして」

　を公約にし、西和広域7町合併には積極的に賛成の立場。住民自治の原則

　から、合併“するも・しないも”最終的には住民が判断して決めることだと

　思う。いずれの結果も住民の選択であり、住民の責任であることは明らか。

◆10月1日（火）、滋賀県米原町を議会・委員会研修で訪問した。目的は今年

　3月に実施された「合併を問う住民投票」、村西町長からじかに話が聞けた。

　投票率69．6％、徹底した情報提供と住民との話し合いが行われた。町長は

　「情報公開と住民参加が合併の鍵であり、住民投票は町を変えた」と語った。

◆住民発議が行われている7町合併協議会を一日も早く設置したい。あらゆる

　行政情報の公開と幅広い住民参加のもと、合併問題の徹底した議論が必要だ。

　そして将来の地域経営をどう進めるのか、みんなで選択しようではないか。

呼びかけ：合併問題、情報公開と住民参加で徹底論議を！
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